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保険料額（年額）

１００円未満切り捨て

（限度額６４万円）

均等割額

被保険者１人当たり

４４,１００円

総所得金額等の合計が下記に該当する世帯
軽減割合

令和元年度 令和２年度

３３万円以下で被保険者全員が
年金収入８０万円以下かつその他の所得がない

８割 ７割

３３万円以下で７割軽減の基準に該当しない ８．５割 ７．７５割

３３万円＋（２８.５万円×被保険者の数）以下 ５割 ５割

３３万円＋（５２万円×被保険者の数）以下 ２割 ２割

▽６５歳以上（令和２年１月１日時点）の方の公的年金所得については、その所得から
さらに１５万円（高齢者特別控除額）を差し引いた額で判定します（この１５万円は所
得割額の計算では適用されません） ▽世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得
は軽減を判定する対象となります ▽世帯主の判定は毎年度４月１日時点で行います。

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

（
保
険
証
）
の
大
き
さ
が
変
わ

り
新
し
く
な
り
ま
す

　

令
和
２
年
８
月
１
日
か
ら
、

保
険
証
の
大
き
さ
が
カ
ー
ド
サ

イ
ズ
に
変
更
に
な
り
ま
す
。

　

新
し
い
カ
ー
ド
サ
イ
ズ
の
保

険
証
（
オ
レ
ン
ジ
色
）
は
、
簡

易
書
留
で
７
月
中
旬
に
送
付
し

ま
す
。
有
効
期
限
は
４
年
７
月

31
日
で
す
。

　

届
き
ま
し
た
ら
、
氏
名
・
生

年
月
日
・
負
担
割
合
（
表
１
）

な
ど
の
記
載
内
容
を
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

　

現
在
お
使
い
の
保
険
証
（
青

竹
色
）
は
、８
月
１
日
以
降
に
、

ご
自
身
で
破
棄
す
る
か
、
保
険

年
金
課
後
期
高
齢
者
医
療
係
に

返
却
し
て
く
だ
さ
い
。（
郵
送

で
の
返
却
も
可
）
７
月
中
に
破

棄
・
返
却
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

３
割
負
担
か
ら
１
割
負
担
に

変
更
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す

（
基
準
収
入
額
適
用
申
請
）

　

該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
方
に

は
、
基
準
収
入
額
適
用
申
請
書

を
送
付
し
て
い
ま
す
。
収
入
金

額
を
証
明
で
き
る
書
類
（
確
定

申
告
書
の
写
し
な
ど
）
を
添
え

て
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　

申
請
の
際
は
、
本
人
確
認
書

類
（
運
転
免
許
証
や
パ
ス
ポ
ー

ト
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
等
）
と

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
（
個
人
番
号
）

が
確
認
で
き
る
書
類
（
通
知

カ
ー
ド
や
個
人
番
号
カ
ー
ド

等
）
の
提
示
が
必
要
と
な
り
ま

す
。

※ 
収
入
額
が
基
準
額
（
表
２
）

を
超
え
る
方
は
該
当
し
ま
せ

ん
。
ま
た
、
収
支
上
の
損
益

に
か
か
わ
ら
ず
、
確
定
申
告

し
た
も
の
は
す
べ
て
収
入
額

に
含
ま
れ
ま
す
。
た
だ
し
、

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所

得
等
お
よ
び
譲
渡
所
得
に
つ

い
て
は
、
個
人
住
民
税
に
お

い
て
申
告
不
要
を
選
択
し
た

場
合
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

一
部
負
担
金
の
減
免
に
つ
い
て

　

被
保
険
者
や
世
帯
主
が
火
災

な
ど
の
災
害
に
よ
り
著
し
い
損

害
を
受
け
た
と
き
や
、
収
入
が

著
し
く
減
少
し
た
と
き
な
ど

で
、
一
部
負
担
金
の
支
払
い
が

困
難
な
場
合
、
申
請
に
よ
り
一

部
負
担
金
が
減
免
と
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、
保

険
年
金
課
後
期
高
齢
者
医
療
係

へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

【
自
己
負
担
割
合
1
割
の
方
】

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
（
減
額
認
定
証
）
の

更
新
は
８
月
１
日
で
す

　

現
在
お
持
ち
の
減
額
認
定
証

の
有
効
期
限
は
、
令
和
２
年
７

月
31
日
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

す
で
に
交
付
さ
れ
て
い
て
、

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税
の

方
に
は
、
新
し
い
減
額
認
定
証

を
７
月
下
旬
に
送
付
し
ま
す
。

改
め
て
申
請
す
る
必
要
は
あ
り

ま
せ
ん
。

　

減
額
認
定
証
を
医
療
機
関
の

窓
口
に
提
示
す
る
と
、
保
険
適

用
の
医
療
費
の
自
己
負
担
限
度

額
と
入
院
時
の
食
費
が
減
額
さ

れ
ま
す
。

　

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

の
申
告
を
し
て
い
る
方
で
、
ま

だ
お
持
ち
で
な
く
交
付
を
希
望

す
る
方
は
、
保
険
年
金
課
後
期

高
齢
者
医
療
係
へ
お
問
い
合
せ

く
だ
さ
い
。

【
自
己
負
担
割
合
3
割
の
方
】

限
度
額
適
用
認
定
証
（
限
度
額

認
定
証
）
の
更
新
は
８
月
１
日

で
す

　

現
在
お
持
ち
の
限
度
額
認
定

証
の
有
効
期
限
は
、
令
和
２
年

７
月
31
日
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

す
で
に
交
付
さ
れ
て
い
て
、

同
じ
世
帯
に
い
る
被
保
険
者
の

中
で
、
令
和
２
年
度
住
民
税
課

税
所
得
の
最
も
高
い
方
が
145
万

円
以
上
690
万
円
未
満
の
世
帯
の

方
に
は
、
新
し
い
限
度
額
認
定

証
を
７
月
下
旬
に
送
付
し
ま

す
。
改
め
て
申
請
す
る
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　

限
度
額
認
定
証
を
医
療
機
関

の
窓
口
に
提
示
す
る
と
保
険
適

用
の
医
療
費
の
自
己
負
担
限
度

額
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

同
じ
世
帯
に
い
る
被
保
険
者

の
中
で
、
令
和
２
年
度
住
民
税

課
税
所
得
の
最
も
高
い
方
が

145
万
円
以
上
690
万
円
未
満
の
世

帯
の
方
で
、
ま
だ
お
持
ち
で
な

く
交
付
を
希
望
す
る
方
は
、
保

険
年
金
課
後
期
高
齢
者
医
療
係

へ
お
問
い
合
せ
く
だ
さ
い
。

確
定
申
告
期
限
の
延
長
に
よ
る

影
響
に
つ
い
て

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

拡
大
防
止
の
た
め
所
得
税
の
確

定
申
告
期
限
が
１
か
月
延
長
さ

れ
ま
し
た
が
、
延
長
期
間
内
に

確
定
申
告
を
行
っ
た
方
が
い
る

世
帯
の
場
合
、
今
回
送
付
す
る

保
険
証
の
自
己
負
担
割
合
や
減

額
認
定
証
、
限
度
額
認
定
証
の

適
用
区
分
が
、
変
更
に
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

　

今
後
、
令
和
２
年
度
住
民
税

課
税
所
得
等
が
決
定
し
、
適
用

区
分
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合

は
、
保
険
証
、
減
額
認
定
証
、

限
度
額
認
定
証
の
差
し
替
え
と

返
却
の
お
知
ら
せ
を
し
ま
す
。

　

変
更
前
の
保
険
証
、
減
額
認

定
証
、
限
度
額
認
定
証
を
使
用

し
た
場
合
、
差
額
分
の
納
付
や

支
給
の
手
続
き
を
お
願
い
す
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
。

問 

い
合
わ
せ　

▽ 

制
度
に
つ
い
て
…
東
京
都
後

期
高
齢
者
医
療
「
広
域
連 

合
お
問
合
せ
セ
ン
タ
ー
」
☎ 

０
５
７
０
・
086
・
519
（
Ｉ
Ｐ 

電
話
、
Ｐ
Ｈ
Ｓ
か
ら
は
☎

03
・
３
２
２
２
・
４
４
９ 

６
）、　

０
５
７
０
・
086
・
075

※
土
・
日
曜
日
、
祝
日
を
除
く

午
前
９
時
～
午
後
５
時

▽ 

個
人
情
報
を
含
む
こ
と
に
つ

い
て
…
市
保
険
年
金
課
後
期

高
齢
者
医
療
係

表２

表１

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
に
関
す
る
お
知
ら
せ

　

７
月
中
旬
に
令
和
２
年
度
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
額
決
定

通
知
書
を
お
送
り
し
ま
す
。

　

支
払
い
金
額
と
納
付
方
法
や

納
付
期
限
な
ど
が
記
載
さ
れ
て

い
ま
す
。

令
和
２
年
度
保
険
料
に
つ
い
て

　

被
保
険
者
の
皆
さ
ん
が
病
気

や
ケ
ガ
を
し
た
と
き
の
医
療
費

な
ど
の
支
払
い
に
あ
て
る
た

め
、
医
療
費
の
自
己
負
担
分

（
１
割
ま
た
は
３
割
）
を
除
い

た
医
療
給
付
費
の
約
１
割
を
保

険
料
と
し
て
納
め
て
い
た
だ
き

ま
す
。
残
り
の
約
５
割
を
公
費

（
国
・
都
・
区
市
町
村
）、
約
４

割
を
現
役
世
代
か
ら
の
支
援
金

で
負
担
し
ま
す
。

　

保
険
料
率
は
、
法
令
に
基
づ

き
２
年
間
の
医
療
給
付
費
等
に

応
じ
て
定
め
る
こ
と
に
な
っ
て

い
ま
す
。
令
和
２
・
３
年
度（
令

和
２
年
４
月
１
日
～
４
年
３
月

31
日
）
の
保
険
料
率
は
、
２
年

１
月
の
広
域
連
合
議
会
に
お
い

て
、
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

保
険
制
度
の
安
定
的
な
運
営

の
た
め
、
ご
理
解
く
だ
さ
い
。

保
険
料
の
決
め
方

　

保
険
料
は
被
保
険
者
一
人
ひ

と
り
に
か
か
り
ま
す
。
保
険
料

額
は
、
被
保
険
者
一
人
ひ
と
り

が
均
等
に
負
担
す
る
「
均
等
割

額
」
と
被
保
険
者
の
前
年
の
所

得
に
応
じ
て
負
担
す
る
「
所
得

割
額
」の
合
計
額
と
な
り
ま
す
。

　

保
険
料
計
算
式
は
表
１
を
参

照
し
て
く
だ
さ
い
。

保
険
料
の
軽
減
に
つ
い
て

　

所
得
の
低
い
方
に
対
す
る
保

険
料
の
軽
減
を
実
施
し
て
い
ま

す
。
な
お
、
軽
減
の
適
用
に
は

所
得
の
申
告
が
必
要
と
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

▽
均
等
割
額
の
軽
減
（
表
２
）

　

同
じ
世
帯
の
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
の
被
保
険
者
全
員
と
世

帯
主
の
「
総
所
得
金
額
等
を
合

計
し
た
額
」
を
も
と
に
均
等
割

額
を
軽
減
し
て
い
ま
す
。

　

国
に
よ
る
特
例
と
し
て
実
施

さ
れ
て
き
た
総
所
得
金
額
等
の

合
計
額
が
33
万
円
以
下
の
方
の

軽
減
は
、
令
和
元
年
度
に
引
き

続
き
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

▽
所
得
割
額
の
軽
減
（
表
３
）

　

被
保
険
者
本
人
の｢

賦
課
の

も
と
と
な
る
所
得
金
額｣

を
も

と
に
所
得
割
額
を
軽
減
し
て
い

ま
す
。

▽
被
扶
養
者
だ
っ
た
方
の
軽
減

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
対

象
と
な
っ
た
日
の
前
日
ま
で
会

社
の
健
康
保
険
な
ど
（
国
保
・

国
保
組
合
は
除
く
）
の
被
扶
養

者
だ
っ
た
方
の
均
等
割
額
は
、

加
入
か
ら
２
年
を
経
過
す
る
月

ま
で
５
割
軽
減
、
所
得
割
額
は

当
面
の
間
か
か
り
ま
せ
ん
。
な

お
、
低
所
得
に
よ
る
均
等
割
額

の
軽
減
（
表
２
）
に
該
当
す
る

場
合
は
、
軽
減
割
合
の
高
い
方

が
優
先
さ
れ
ま
す
。

納
付
が
困
難
な
方
は
ご
相
談
く

だ
さ
い

　

保
険
料
の
納
付
が
困
難
に

な
っ
た
場
合
は
必
ず
収
納
課
へ

ご
相
談
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
災

害
や
そ
の
他
特
別
な
事
情
に
よ

り
納
付
が
著
し
く
困
難
な
場
合

は
、
減
免
対
象
と
な
る
こ
と
が

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を

送
付
し
ま
す

あ
り
ま
す
。
詳
細
は
、
保
険
年

金
課
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。
な
お
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
保

険
料
の
減
免
に
つ
い
て
は
、
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
記
事
ID
…

２
２
２
７
２
）
を
ご
確
認
い
た

だ
く
か
、
保
険
年
金
課
へ
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問 

い
合
わ
せ

▽ 

制
度
に
つ
い
て
…
東
京
都
後 

期
高
齢
者
医
療
「
広
域
連
合 

お
問
合
せ
セ
ン
タ
ー
」
☎ 

０
５
７
０
・
086
・
519
（
Ｉ
Ｐ 

電
話
、
Ｐ
Ｈ
Ｓ
か
ら
は
☎ 

03
・
３
２
２
２
・
４
４
９ 

６
）、　

０
５
７
０
・
086
・
075

※
土
・
日
曜
日
、
祝
日
を
除
く

午
前
９
時
～
午
後
５
時

▽ 

個
人
情
報
を
含
む
こ
と
に
つ

い
て
…
市
保
険
年
金
課
後
期

高
齢
者
医
療
係

所得区分
令和２年度住民税課税所得

（平成３１、令和元年中の所得から算出）
自己負担の割合

一般
同じ世帯の後期高齢者医療被保険者全員
がいずれも１４５万円未満の場合

１割

現役並み所得
同じ世帯の後期高齢者医療被保険者の中
に１４５万円以上の方がいる場合

３割

後期高齢者医療
被保険者数

収入判定基準 
（平成３１年、令和元年中の収入で判定）

世帯に１人

収入額が３８３万円未満
※�３８３万円以上でも、同世帯に他の医療保険制度に

加入の７０～７４歳の方がいる場合は、その方と被
保険者の収入合計額が５２０万円未満

世帯に複数 収入合計額が５２０万円未満

変更前

変更後

※�賦課のもととなる所得金額…前年の総所得金額、山林所得金額、株式・長期（短期）譲渡所得金

額等の合計から基礎控除額３３万円を控除した額（雑損失の繰越控除額は控除しません）

所得割額

賦課のもととなる所得金額（※）

×所得割率８．７２％

＝＋

表１　保険料計算式

表２　均等割額の軽減

表３　所得割額の軽減

賦課のもととなる所得金額 軽減割合

１５万円以下 ５０％

２０万円以下 ２５％

保険・年金・税金

FAX

FAX


